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緊急事態宣言の期間延⾧（令和３年９月９日発出）に対する対応 

                           ２０２１年９月１４日 

                         日本ソフトウエア株式会社 

                   広報室  

 

標題の件、新型コロナウイルス感染者数は全国各地で減少傾向になっているものの、重症

者数は依然高い水準が続いていることより、令和３年９月９日に政府は、９月１２日が期限

となる２１都道府県の緊急事態宣言について、東京、大阪など１９都道府県で９月３０日ま

で延長することを決定しました。このような状況を踏まえ、会社として対応を下記の通り緊

急事態宣言が解除される令和３年９月３０日迄実施致します。お客様やお取引先の皆さま

には大変ご迷惑をおかけいたしますが、何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。 

 

― 記 ― 

 

１．全社共通 

 

令和３年７月１２日付け緊急事態宣言に基づき、緊急事態宣言が解除される迄の間、政

府､東京都の方針に基づいて、以下の対応を実施致します。 

 

(1). 通院や買い出しを除く不要不急の外出・移動の自粛。特に、午後 8時以降の不要

不急の外出・移動自粛の徹底。 

(2). 不要不急の県またぎの移動自粛｡ 

(3). 混雑している場所や時間をさけた行動｡ 

(4). 感染対策が徹底されていない飲食店等や休業要請または営業時間短縮の要請に

応じていない飲食店等の利用を厳に控える事。 

(5). 感染リスクの高い「３つの密」、「感染リスクが高まる『5つの場面』」といった場

面の回避 (会食などの場面の自粛) 。 

(6). マスク着用、手洗いの徹底、ソーシャルディスタンス確保。 

 

２．本社紀繁ビル勤務者に関して 

 

本社紀繁ビル勤務者の対応について、緊急事態宣言をうけ､以下の通り運用を改定いた
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します｡ 

(1). 政府要請に基づき、紀繁ビルへの出勤率 30％に維持できるよう在宅勤務を行う。

但し、事業の継続に必要な場合はこの限りではない。 

(2). 原則、紀繁ビルへの外部来訪者の来社は全面禁止とし、新規のゲストカード、パ

ートナーカードの発行を停止するものと致します。但し、事業継続、業務遂行上

必要不可欠な業者、取引先の入場は、部長職以上の判断で認めるものとする。 

(3). 国内出張は禁止する。 

(4). 1 都 3 県（東京、神奈川、千葉、埼玉）外への移動を全面禁止。 

 

詳細は別紙１、令和３年７月１２日付「新型コロナウイルス対策要項」の通りと致しま

す。 

 

３．お客様常駐者に関して 

 

お客様常駐者の対応は、以下の通りと致します。 

(1). 原則として、お客様の方針に従います。 

(2). 弊社は、各部単位でスタッフの常駐先の状況を把握することに努めます。 

 

以下余白 



別紙１． 令和3年7月12日

人事部

No, 項目 2020.5.31までの間 2020.6.1から2020.6.30までの間 2020.7.1から2020.7.31までの間 2020.8.1から2021.1.7までの間 2021.1.8から2021.04.11までの間
2021.4.12から2021.4.25迄

（まん延防止対応[東京都]）

2021.4.26から2021.6.20迄

（緊急事態宣言解除迄）

2021.6.21から2021.7.11迄

(まん延防止対応)
今回改定後(2021.7.12から緊急事態宣言解除迄)

1 時差勤務
５パターンによる運用。なお、業務

の都合上決定した時差勤務を変更す

ることがあり得る。

継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 ５パターンによる運用。なお、業務の都合上決定した時差

勤務を変更することがあり得る。

2 在宅勤務

各業務、プロジェクトで準備（環境

構築、管理基準の設定、セキュリ

ティ基準の設定）が出来次第、速や

かに実施。なお、業務の都合上、決

定した在宅勤務を変更することがあ

り得る。また、在宅勤務実施に伴う

通勤手当の取り扱いは、通達東経第

20028号、及び20029号に基づいた

対応とする。

上記期間の各社員の出勤率が、50%

以上を維持できる範囲で、在宅勤務

を継続する。

なお、業務の都合上、決定した在宅

勤務を変更することがあり得る。

また、在宅勤務実施に伴う通勤手当

の取り扱いは、左記通達文の取り扱

いを継続する。

上記期間の各社員の出勤率が、75%

以上を維持できる範囲で、在宅勤務

を継続する。

なお、業務の都合上、決定した在宅

勤務を変更することがあり得る。

また、在宅勤務実施に伴う通勤手当

の取り扱いは、左記通達文の取り扱

いを継続する。

上記期間の各社員の出勤率が、50%

以上を維持できる範囲で、在宅勤務

を継続する。

なお、業務の都合上、決定した在宅

勤務を変更することがあり得る。

また、在宅勤務実施に伴う通勤手当

の取り扱いは、左記通達文の取り扱

いを継続する。

上記期間の各社員の出勤率が、30%

を維持できる範囲で在宅勤務を継続

する。但し、事業の継続に必要な場

合はこの限りではない。

なお、業務の都合上、決定した在宅

勤務を変更することがあり得る。ま

た、在宅勤務実施に伴う通勤手当の

取り扱いは、左記通達文の取り扱い

を継続する。

上記期間の各社員の出社率が、50%

を維持できる範囲で在宅勤務を継続

する。但し、事業の継続に必要な場

合はこの限りではない。

なお、業務の都合上、決定した在宅

勤務を変更することがあり得る。

また、在宅勤務実施に伴う通勤手当

の取り扱いは、通達文の取り扱いを

継続する。

上記期間の各社員の出社率が、30%

を維持できる範囲で在宅勤務を継続

する。但し、事業の継続に必要な場

合はこの限りではない。

なお、業務の都合上、決定した在宅

勤務を変更することがあり得る。

また、在宅勤務実施に伴う通勤手当

の取り扱いは、通達文の取り扱いを

継続する。

上記期間の各社員の出社率が、50%

を維持できる範囲で在宅勤務を継続

する。但し、事業の継続に必要な場

合はこの限りではない。

なお、業務の都合上、決定した在宅

勤務を変更することがあり得る。

また、在宅勤務実施に伴う通勤手当

の取り扱いは、通達文の取り扱いを

継続する。

上記期間の各社員の出社率が、30%を維持できる範囲で在

宅勤務を継続する。但し、事業の継続に必要な場合はこの

限りではない。

なお、業務の都合上、決定した在宅勤務を変更することが

あり得る。

また、在宅勤務実施に伴う通勤手当の取り扱いは、通達文

の取り扱いを継続する。

3 外部への訪問の制限

①お客様訪問可能な場合は、最小限

 の人数で、可能な限り短時間の面

 談に心掛けて実施。

②お客様訪問が実施できない場合

 は、MicrosoftTeamsを利用した

 Web会議により実施。

③前項②の実行によって50%の外部

 への訪問を削減することに努め

 る。

①継続する。なお、制限人数は、２

 名までとする。

②継続する。

③前項②は継続するが、外部への訪

 問削減について別段の目標値は定

 めない。→本項は削除扱いとす

 る。

①訪問先のご意向に合わせて、ご訪

 問人数、ご訪問時間を決定する。

②継続する。

①継続する。

②継続する。

①お客様訪問可能な場合は、訪問先

 のご意向に合わせて、ご訪問人

 数、ご訪問時間を決 定する。

②お客様訪問が実施できない場合

 は、Teamsを利用したWeb会議に

 より実施。

①継続する。

②継続する。

①継続する。

②継続する。

①継続する。

②継続する。

①お客様訪問可能な場合は、訪問先のご意向に合わせ

 て、ご訪問人数、ご訪問時間を決定する。

②お客様訪問が実施できない場合は、MicrosoftTeams

 を利用したWeb会議により実施。

4 来訪者の制限

禁止。ゲストカード、パートナー

カードの発行も停止。

①パートナーカードの発行は停止を

継続する。

②ゲストカードの発行は、業務遂行

 上、各部、及び各研究チームで２

 名/日までの来訪を許可する。

 来訪者を希望する社員は、所定の

 来訪者手続き（含む、健康状態

 チェックリスト）を行ったうえ、

 所属⾧、または各研究チーム責任

 者の決済とする。

 なお、健康状態チェックリストの

 内容は、別途、産業医の見解に基

 づき見直す事とする。

①プロジェクト毎にソーシャルディ

 スタンスを維持することで許可す

 る。尚、パートナーカードの発行

 は８枚を限度とする。

②ゲストカードの発行は、業務遂行

 上、各部、及び各研究チームで３

 名/日までの来訪を許可する。

 来訪者を希望する社員は、所定の

 来訪者手続き（含む、健康状態

 チェックリスト）を行ったうえ、

 所属⾧、または各研究チーム責任

 者の決済とする。

①継続する。

②継続する。

外部来訪者の来社を禁止する。

新規のゲストカード、及びパート

ナーカードの発行を停止する。

業務遂行上必要不可欠な業者の入場

は認める。

⾧野NSK第2システム部の受け入れも

禁止する｡但し､現行対応中の入札案

件（法務省、独立行政法人高齢・障

害・求職者雇用支援機構）は現行通

り関係者の移動は認める。

(2021.02.08～)

①プロジェクト毎にソーシャルディ

スタンスを維持することで許可す

る。尚、パートナーカードの発行は

８枚を限度とする。

②ゲストカードの発行は、業務遂行

上、各部、及び各研究チームで３名/

日までの来訪を許可する。

 来訪者を希望する社員は、所定の

来訪者手続き（含む、健康状態

チェックリスト）を行ったうえ、所

属⾧、または各研究チーム責任者の

決済とする。

①外部来訪者の来社を禁止する。

 新規のゲストカード、及びパート

ナーカードの発行を停止する。業務

遂行上必要不可欠な 業者の入場は認

める。

②⾧野NSK第2システム部の受け入れ

も禁止する｡

①プロジェクト毎にソーシャルディ

スタンスを維持することで許可す

る。尚、パートナーカードの発行は

８枚を限度とする。

②ゲストカードの発行は、業務遂行

上、各部、及び各研究チームで３名/

日までの来訪を許可する。来訪者を

希望する社員は、所定の来訪者手続

き（含む、健康状態チェックリス

ト）を行ったうえ、所属⾧、または

各研究チーム責任者の決済とする。

①外部来訪者の来社を原則、禁止とし新規のゲストカー

 ド、及びパートナーカード  の発行を停止する。

 但し、事業継続、業務遂行上必要不可欠な 業者の入場

 は、部⾧判断で認めるものとする。

②⾧野NSK第2システム部の受け入れも禁止する｡

5 換気
居室は、１日３回（朝、昼、夕）各

３０分程度の実施。会議室は、前記

に加え、使用の都度。

継続する。 継続する。 継続する。居室は、2時間に1回の頻

度で10分間の換気を行う。

(2020.12.1開始)

継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 居室は、2時間に1回の頻度で10分間の換気を行う。会議

室は、前記に加え、使用の都度。

6 会議室の利用制限

①小会議室、及び応接室の利用を

 禁止。

②大会議室の利用を5人まで、ま

 た、プレゼンテーションルーム

 の利用を10人までとし使用時は

 換気のために窓を開け、扉を開

 放する。

①小会議室、及び応接室は、3人ま

 での利用とし、使用時は換気のた

 めに窓を開け、扉を開放する。着

 席時は１名分程度の間隔を空け、

 対面を禁止する。

②継続する。

①継続する。

 尚、情報漏洩を防止する観点よ

 り、お取引先、学生との打ち合わ

 せ時は、窓を開放することを条件

 に扉の閉鎖を許可する。但し、大

 会議室は除く。

②継続する。

①継続する。

 尚、感染拡大の防止を優先すると

いう観点より、扉は必ず開放する。

②継続する。

①小会議室、及び応接室は、3人ま

 での利用とし、使用時は換気の

 ために窓を開け、扉を開放する。

 着席時は１名分程度の間隔を空

 け、対面を禁止する。尚、感染

 拡大の防止を優先するという観点

 より、扉は必ず開放する。

②大会議室の利用を5人まで、プレ

 ゼンテーションルームの利用を

 10人までとし使用時は換気のた

 めに窓を開け、扉を開放する。

①小会議室、及び応接室は、3人まで

の利用とし、使用時は換気のために

窓を開け、扉を開放する。着席時は

１名分程度の間隔を空け、対面を禁

止する。

②大会議室の利用を5人までとする。

③プレゼンテーションルームの利用

を13人までとする。但し、東京都感

染拡大防止ガイドブックに基づき、

社員間の座席間隔を1～２m確保し､

四方を空けた席配置で利用するもの

とする｡

④尚、感染拡大の防止を優先すると

いう観点より、扉は必ず開放する。

継続する。 継続する。 ①小会議室、及び応接室は、3人までの利用とし、使用

 時は換気のために窓を開け、扉を開放する。着席時は

 １名分程度の間隔を空け、対面を禁止する。

②大会議室の利用を5人までとする。

③プレゼンテーションルームの利用を13人までとする。

 但し、東京都感染拡大防止ガイドブックに基づき、社

 員間の座席間隔を1～２m確保し､四方を空けた席配置

 で利用するものとする｡

④尚、感染拡大の防止を優先するという観点より、扉は

 必ず開放する。

7
ミーティングスペースの利

用制限

利用を１名までとする。 利用を２名までとする。着席時は１

名分程度の間隔を空け、対面を禁止

する。

但し、サーバールーム内について

は、左記を継続する。

継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 利用を２名までとする。着席時は１名分程度の間隔を空

け、対面を禁止する。

但し、サーバールーム内については、利用を１名までとす

る。

8 給湯室の利用制限
利用を１名までとする。 利用を２名までとする。室内での会

話を禁止する。

継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 利用を２名までとする。室内での会話を禁止する。

新型コロナウイルス対策要項

1



別紙１． 令和3年7月12日

人事部

No, 項目 2020.5.31までの間 2020.6.1から2020.6.30までの間 2020.7.1から2020.7.31までの間 2020.8.1から2021.1.7までの間 2021.1.8から2021.04.11までの間
2021.4.12から2021.4.25迄

（まん延防止対応[東京都]）

2021.4.26から2021.6.20迄

（緊急事態宣言解除迄）

2021.6.21から2021.7.11迄

(まん延防止対応)
今回改定後(2021.7.12から緊急事態宣言解除迄)

新型コロナウイルス対策要項

9
レベル1、２における経営戦

略会議、経営会議の開催

①テレビ会議での開催を原則とし、

 客先常駐者の帰社による開催を禁

 止。 環境等の理由によりテレビ会

 議での開催が不可能な場合は、電

 話、及びEメールを活用した質疑

 応答を実施。なお、会議議事録

 は、開催、または質疑応答の単

 位で発行する。

②社内勤務者のみで開催する場合

 は、既に周知された会議室の利用

 制限を厳守する。

①継続する。

②継続する。なお、上記の新たな会

 議室の利用制限を厳守する。

①継続する。

②継続する。

①継続する。

②継続する。

①継続する。

②継続する。

①継続する。

②継続する。

①継続する。

②継続する。

①継続する。

②継続する。
①テレビ会議での開催を原則とし、客先常駐者の帰社に

 よる開催を禁止。 環境等の理由によりテレビ会議での

 開催が不可能な場合は、電話、及びEメールを活用し

 た質疑応答を実施。なお、会議議事録は、開催、また

 は質疑応答の単位で発行する。

②社内勤務者のみで開催する場合は、既に周知された会

 議室の利用制限を厳守する。なお、上記の会議室の利

 用制限を厳守する。

10 幹部会の開催

休止。 再開する。但し、プレゼンテーショ

ンルームの利用制限(10人まで)に基

づき、テレビ会議の参加を可能とす

る。

継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 プレゼンテーションルームの利用制限に基づき、テレビ会

議の参加を可能とする。

11 マスクの装着 義務付け。 継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 義務付け。 義務付け。
12 居室入室前の手指消毒 義務付け。 継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 義務付け。 義務付け。

13
居室、及びトイレのドアノ

ブの消毒

当番制の対応。 継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 義務付け。 当番制の対応。

14 国内、及び海外出張

禁止。 2020年6月18日まで継続する。2020

年6月19日以降は、⾧野NSK第２シ

ステム部における⾧野ʷ東京間の出

張のみ許可する。

海外出張は渡航禁止とする。

国内出張は、許可する。

海外出張は渡航禁止とする。

国内出張は、極力控える。

海外出張は渡航禁止とする。

国内出張は、原則禁止とする。但

し、事業継続に必要性がある場合に

限り、⾧野NSK第２システム部にお

ける⾧野ʷ東京間の出張のみ許可す

る。(～2021.2.7)

1都3県（東京、神奈川、千葉、埼

玉）外への移動を全面禁止。但し、

現行対応中の入札案件（法務省、独

立行政法人高齢・障害・求職者雇用

支援機構）は現行通り関係者の移動

は認める。(2021.2.8～)

まん延防止等重点施策対象都道府県

への国内出張禁止。(2021.3.22～)

海外出張は渡航禁止とする。

地域の如何を問わず、国内出張は禁

止する。

海外出張は渡航禁止とする。

国内出張は、禁止する。1都3県（東

京、神奈川、千葉、埼玉）外への移

動を全面禁止。

義務付け。 海外出張は渡航禁止とする。

国内出張は禁止する。1都3県（東京、神奈川、千葉、埼

玉）外への移動を全面禁止。

15 居室における座席配置
一つ間隔の横並び。

対面の回避。

継続する。 継続する。別紙『座席表』参照 継続する。 一つ間隔の横並び。対面の回避。 継続する。 継続する。 継続する。 一つ間隔の横並び。対面の回避。

別紙『座席表』参照

16 出社の可否  —————  —————  —————

毎朝検温を行い発熱があった場合

や、咳、息切れ、体の痛み、頭痛、

腹痛、疲労感、喉の痛み、下痢など

体調が悪いと感じられた方は、かか

りつけの医療機関にて診療の上、医

師の判断（出社可否等）を仰ぎ、結

果を所属⾧に報告する。

継続する。 継続する。 継続する。 継続する。 毎朝検温を行い発熱があった場合や、咳、息切れ、体の痛

み、頭痛、腹痛、疲労感、喉の痛み、下痢など体調が悪い

と感じられた方は、かかりつけの医療機関にて診療の上、

医師の判断（出社可否等）を仰ぎ、結果を所属⾧に報告す

る。

17 その他  —————  —————  —————  —————

非接触型体温計を人事部にて携帯し

ておりますので、体調に変化がある

場合は、体温の確認の為、ご利用下

さい。

継続する。 継続する。 継続する。 非接触型体温計を人事部にて携帯しておりますので、

体調に変化がある場合は、体温の確認の為、ご利用下さ

い。
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